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研究ノート
賃金率変動の効果： 2部門分析
堀 江
?
1. はじめに
貨幣賃金率の変動は麗用•生産量にどのような効果を与えるか。この問題
に関しては，すでに別の機会、に検討している（堀江[2])。そこでは，（明示的
に）経済が1部門で構成されていること，（暗黙のうちに）貨幣需要関数は 1
次同次であること，などが前提になっていた。
しかるに，貨幣需要関数の同次性はケインズの理論とは整合的ではないの
では，という疑問が生じる。そこで次には，この同次性という前提を取り外
すならば，結論はどのような修正を受けるか，あるいは受けないのか，とい
う問題が検討された（堀江 [3]))。
本論は，以上のような分析の次の段階として，異なった前提の下での同じ
問題を取り扱うものである。すなわち，ここでは2部門経済を仮定して，賃
金率変動の効果を再度検討してみよう，というものである。その場合に，併
せて貨幣需要関数の同次性如何が結論にどのような影響を与えるかも確かめ
られよう。
本論における結論をあらかじめ示すならば，貨幣需要関数の同次性は，ケ
インズにとって「諸刃の剣」とならざるをえない性質を持っている。それが，
私自身のケインズ理解の現段階における率直な感想である。
今，実質残高効果を無視するとして，ケインズが主張するように貨幣賃金
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率の変動が雇用・産出量に影響を与えないためには，貨幣需要関数は同次性
の仮定を満たさなければならない。この結論は， 2部門経済を仮定しても修
正を受けない。しかし，この同次性という仮定はケインズの望まないところ
であろう。ここに言う「諸刃の剣」とは，そういう意味である。
2. 2部門経済
ひとつの経済が2つの生産部門から成り立つものと仮定し，各部門の生産
量を YiG=c, i)で表す。ただし，添字Cおよび iはそれぞれ消費財部門，
資本財部門を意味するものとする。
それぞれの財の価格を PJG=c, i) とすれば，
(1) Z=PcYc+P;Y; 
は，この経済の総生産額である。
次に，ある時点を基準時点として，その時の各財の価格を QiG=c, i) と
すれば，
(2) Y=qc兄十q;Y;
は基準時価格表示の総生産額（実質総生産額）を表す。その結果，一般物価
水準Pは
(3) P=Z/ Y 
によって求められる（このPを100倍したものがパーシェ指数である）。
ここで，以下の分析の便宜のために，もうふたつの概念を次の 2つの式に
よって定義しておこう。
(4) Zw=Z/W, 
(5) Zc=Z/ Pc・
ここにWは貨幣賃金率を表し，ZwおよびZcはそれぞれ，賃金単位の総生産額，
消費財単位の総生産額である。
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3. 財市場の均衡
まず消費財に対する需要関数を
(6) C = C (Zc) ; O<dC/ dZ, 戸 Cz<l,
によって表す。この時，消費財市場の均衡条件は
(7) Ye= C (Zc) 
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によって示される。次に，利子率を rとして，投資関数を簡単に I=I(r)(た
だし， dl/dr=Iべ0とする）と仮定するならば，資本財市場の均衡条件は次の
式で示される。
(8) Y;=I(r). 
なお， 2部門経済における投資関数が上のように簡単に表しうるか， とい
う点では疑問もあるが（堀江[l])'本論においてはその問題には立ち入らず，
上述のように簡単に定式化しておく。
4. 貨幣需要関数の同次性
これまでのマクロ経済分析においては，貨幣需要は同次性の仮定を満たす
ものとして分析するのが大勢のようである。しかし，それがケインズの理論
と整合的かどうかについては，触れる事が少ない。少ない例の中からひとつ
の例を拳げよう。
渡部 ([5])のケインズ解釈は，基本的にはヒックスおよびクラインのそれ
に即したものであるが，そこには本論においてわれわれが関心を持っている
点について触れている箇所がある。同論文は， IS-LM分析の要点を要約した
上で，そこには「次の三つの点で問題がある。」として，「第ーは，このよう
にして有効需要面で決まった国民所得が，生産要素としての雇用のどの水準
に対応しているかということである。第二は，正統派経済理論が要求してい
る均衡は実質ターム (realterm)で考えられるべきだという点である。第三
は，現金残高を外生的に決めていることによって『同次性の公準』を満たし
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ていないという点である。」 (ibid.,p.121) と述べている。
上の引用のうち，第一の点についてはコメントを略す。第二の点は，クラ
イン ([4])によって指摘されたことを意味する。ただし，そこにおいて「正
統派」とは，今日で言うところの「新古典派」と読み変えてよいだろう。
第三の点が，本論におけるわれわれの関心と関連する。そこにおいては，
ケインズの貨幣理論は「同次性の公準」を満たしていない，という認識があ
ると同時に，「同次性の公準」は満たさなければならない，という考えがある。
同次性の公準がどのような分析上の意味を持つか。それが特に，貨幣賃金
率と雇用との関係にどのような影響を及ぼすか。これが本論の中心課題であ
るが，具体的な分析は第7節において行う。その前に，ここでは貨幣需要関数
が同次性の公準を満たすということが数学的にはどんな含意を持っているの
か，を示しておこう。
まず貨幣需要関数を一般的にL=L(Z, r)で表そう。この時，貨幣市場の均
衡条件は次の式で表される。
(9) M=L(Z, r) 
ただし， Mは貨幣供給額，そして aL/aZ=Lz>O,aL/ar=Lべ0を満たし
ているものと仮定する。
ここでもし，関数LがZに関して 1次同次ならば， gを関数記号として
(10) L(Z, r) =Zg(r) ; ただしg(r)>O, dg/dr<O, 
と変形しうる（数学付録［定理II])。(10)式より L2=g(r),Lv=Pg(r)がえら
れるから，さらに次の関係式が成立する（数学付録［定理II])。
(11) M=LvY=LzZ. 
5. モデルの構成
通常の仮定に従って，各部門の短期における生産関数を
(12) Y: 戸 F;(N_ふあるいは N;=JI;(Y;) ; (j= c, i) 
によって表すことにしよう。ここに Nは第j部門の労働投入量を表す。さら
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に，この生産関数は次のような仮定を満たしているものとする。
dY;/dN;=F/>O, d屯 /dN/=F/'<O,
dN;/dY;=H/>O, d汎 /dY;2=H;">O.
この時，古典派の第 1公準が
(13) P;= WH/= W /F/ 
によって表されることについては説明を要しないだろう。
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さて， (13)式を用いるかどうかはマクロ経済の分析に重大な影響を及ぼす
が，われわれのケインズ解釈では(13)式は省くことはできない。そこで，こ
の式を用いることにより， (1)および(7)式を書き換えておく。
まず消費関数(6)において， Zc=Z/Pc=WZw/Pcであるが，ここへ(13)式を
代入することにより， (7)式は
(14) 兄=C(Zw/Hc')
と表せる。次に， (1)式は(4)および(13)式を用いることにより，次のように
変形される。
(15) Zw= Ye凡'+Y;H/. 
なおまた，後の計算の便宜のため， (3)および(4)式から次の(16)式を導き，
さらに(17)式を定義しておく。
(16) PY= WZw, 
(17) <i;=H/+ Y;H/'(j=c, i). 
以上によって，モデルの構成に必要な式は出そろった。即ち，われわれの
モデルは(2), (8), (9), (14), (15)および(16)による6個の各式によって表
され，未知数は， Zw,Y, Ye, Y1, pおよびrの6個である。
6. 解の存在
われわれにとって必要な分析を始める前に，このモデルに解が存在するこ
とを確かめておこう。そのために，前節に示されたモデルの各式を全微分す
るならば，次の(19)~(24)がえられる。ただし， (22)式における aは(18)式
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で与えられている。
(18) a=Hc'+C名 He'',
(19) dY = QcdYc+ Q;dY;, 
(20) dY;=l,dr, 
(21) dM = L2 Y dP + L2PdY + L,dr, 
(22) adYc= CzdZw, 
(23) dZ, 戸 <5cdY,叶 <5;dY;,
(24) YdP+PdY=ZwdW + WdZw. 
上の(19)~(24)の連立方程式を行列表示するために，ここで行列式0を次
のように定義しよう。
w -P ゜゜-Y ゜1 ゜-15c ー Cf; ゜゜Cz ゜-a ゜゜゜<t>= I ゜1 -qc -qi ゜゜゜゜゜1 ゜-I, 0 PLz O O YLz Lr 
さらに，上の行列式と同じ要素をもつ行列を[q>]で表すならば，上記の連立
方程式は
(25) [<l>]x=b, 
ただし， x'=(dZw dY dYc dY1 dP dr), 
b'= (-ZwdW O O O O dM) • 
と書き換えられる。このとき， (25)式が解を持つ条件はのキ 0である。そこ
で， 0の値を求めるならば，次の式がえられる。
(26) <I>=-Y(aLzlrW<5;+{3Lふただしf3=a-Cz妬
ところで， f3の値は
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であるから， l>C,,Zc> Yeを考慮すれば， <l>0である。したがって(25)式
は解を持つ。
7. 賃金率変動の効果
ケインズは，貨幣賃金率の変動は雇用・産出量に何の影響も与えない，と
考えた。しかし，この点に関するケインズの説明は不十分あるいは不正確で
ある，というのがわれわれの見解である ([2])。すなわち，ケインズの主張が
正しいためには，賃金率変動と同じ率で貨幣供給額もまた変動している，と
いう前提が必要である。しかし，本論においてわれわれは 2部門経済を前提
にしている。この条件の下においてもわれわれの見解は修正を必要としない
であろうか。
この問題を取り扱うに当たって，まず(25)式から aY/aMおよび aY/aw
を求めるなら， (28)および(29)の各式がえられる。ただし，そこにおけるァは
次の式で与えられる。
(27) y=aq叶 (q函一q心）Cz=Cz詞＋郎>O,
(28) <l>(aY /aM) = -yl,Y>O, 
(29) <l> (a Y / a W) = yl,Z, 山 Y<O.
以上によって， aY/aM>O,aY/aW<Oであることは容易にわかる。した
がって，「古典派」が主張するように，貨幣賃金率の低下は麗用・産出撮の上
昇をもたらす。しかるにケインズが，貨幣賃金率の変動が雇用に影響を与え
ないと主張している背景には「貨幣供給額もまた同じ率で変動してしている」
という仮定がある。これをわれわれのモデルに即して表現すれば，
dM/M=dW/W 
という条件が追加されなければならない。
以下においては，この条件を認めよう。その結果，
dY =(aY/aM)dM+(aY/aW)dW 
= {(oY/aM)(M/W)+(aY/aW)} dW 
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と書き換えられるが，ここで右辺の括弧内の値を 0とおこう。このとき，も
しB=0ならば，ケインズの主張は正しいことになる。
ところで， (28)および(29)式を用いるなら，
B =yY(Z,k-M/W)/r/<I> 
=yY(ZLzー M)Ir/(4JW)
がえられるから，問題は ZLz=Mが成立するかどうか，という点に集約され
る。
ここでわれわれは，第4節の(11)式に戻ろう。それによって次の結論が導か
れる。すなわち，もし貨幣需要関数が同次性の公準を満たすならば，貨幣賃
金率の変化は（貨幣供給額も同じ率で変化するという条件付きで），雇用・産
出量に何の影響も及ぽさない。
8. 数学付録
［定義］ 関数Z=f(x1, ・・, Xn, Yi, …, Ym)において（ただし， nおよび
mは自然数）， tを任意の定数とするとき，
① I (lx1, .. , lxn, Yi, …, Ym)=tf(x1, …, Xn, Yi, ・・, Ym) 
が成立するならば，関数 fはXi,…, Xnに関して 1次同次である。
［定理I] 関数fが①を満たすときは，次の式が成立する。
② Z=f.x叶…+I,心；ただし/;=af /ax; 
証明：上の定理が成立することを，私は何かの文献で見た記憶があるが，
今その文献を確かめることができないので，ここに証明を示しておくべきだ
ろう。
まず，①において t=l/xnとおくことにより，次の式が成立する。
f/xn=f(ki, …, kn-1, 1, Yi, …, Ym) 
= g(k1, ・・, kn-1, Yi, ・・, Ym). 
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ただし， K戸 x/xnである。したがって，
③ J=x忍．
③式の両辺を Xj(j=l, …, n-1)で偏微分するならば，
④ /;=g;; ここに g;=ag/akふ
また，③式を Xnで偏微分することにより
⑤ fn=g-(k1g1 +…十kn-lgn-1)
がえられる。ここで⑤式の両辺に Xnをかけて書き直せば，④により，
X忍＝知(k必＋…十kn-lgn-1)+xふ
=(x必＋…十Xn-lgn-1)+ Xふ
=xJ;+…+xn_J, ぃ +xふ
が成り立つが，③によって上の式の左辺は fに等しい。 (q.e. d.) 
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［定理II] Z=f(x, y)において， f(tx,y) =tf(x, y)ならば，次の式が成
立する。
⑥ Z=f, 廷：ただしIx=af /ax. 
［定理II] Z=f(x, y)がX関して 1次同次ならば，
⑦ Z=xg(y) 
と表わすことができる。
証明：定理Iにおいて， t=l/xとおくことにより， Z/x=f(l,y) = g(y)で
あるから，⑦がえられる。
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